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移⺠統合政策指数（MIPEX�2020）にみる⽇本

・包括的な差別禁⽌が存在しない
・政治参加はどのレベルの選挙権・被選挙権の保証もない
・永住者などの在留資格以外に職種への制限がある
・在留資格によって家族呼び寄せにも制限がある
・法律上に外国⼈児童⽣徒が義務教育の対象ではない
・保険治療は、３ヶ⽉以上の正規滞在者のみ対象にしている

⼈権規範における⽇本の課題(近藤、2022)

�統合なき受け⼊れ



⽇本における移⺠政策なきの移⺠受け⼊れ

中⻑期滞在型の移⺠受け⼊れ
（恵羅�2023）

・出⼊国管理及び難⺠認定法
 在留資格の創設→特定技能の創設（2019年）・

 技能実習制度廃⽌・育成就労制度導⼊（2024）

・外国⼈材受⼊れ・共⽣のための総合的対策（2018）

・⽇本語教育推進（2019年策定）

・外国⼈との共⽣社会の実現に向けた

 ロードマップ�（2022年策定）



統合政策における「LOCAL�TURN」

→統合政策の策定や実施において、地⽅⾃治体が⼤きな

役割を果たしている（Scholten,�2019）

→国による「移⺠政策」とローカルにおける

「移⺠政策」の境界線の曖昧化

⾃治体による役割に⽬を向ける



⽇本語学習⽀援�
⽇本語教室や学習教材の提供

47都道府県の⾃治体による

外国⼈受⼊れに
関する役割

⽣活⽀援
住宅⼿当や⽣活費の⽀援

資格取得⽀援
特に介護分野での⽀援

受け⼊れ環境の改善
多⾔語対応の⽀援

企業とのマッチング⽀援

A�Case�Study�on�Grassroots�and�Top-Down
Approaches�in�the�Dispatch,�Acceptance,�and
Life�Support�of�Indonesian�Workers�in�Japan,

2024,�橋本財団ソシエタス総合研究所



事例研究：愛知県（1）
⽣活⽀援
・愛知県多⽂化共⽣センターによる多⾔語相談窓⼝
・地域における初期⽇本語教育モデル事業

あいち医療通訳システム
・主なサービスとして、13⾔語（インドネシア語を含む）への通訳者派遣、
7⾔語で利⽤可能な医療通訳電話サービス
→通訳者の採⽤および育成・利⽤費の負担



事例研究：愛知県（2）
外国⼈の雇⽤促進への取り組み
伴⾛型⽀援プロジェクト
→定住外国⼈・企業の双⽅を対象にするサポート

（愛知県労働局就業促進課（2024）による発表者作成）



事例研究：福岡県FUKUOKA�IS�OPENセンター
→就労・労働、住宅または在留資格等 多⾔語・

ワンストップ相談窓⼝

→⽇本語教室（対⾯・オンライン）またはボラン

ティア向けの研修

留学⽣および企業向けの就職・採⽤⽀援事業�
→留学⽣向けの合同説明会・企業⾒学�
 オープンカンパニー・OPEN�COMPANY 福岡県チラシ（2024）



考察：⾃治体ごとの⽀援策の課題と限界

⽇本語教育
→地域⽇本語教室におけるボランティアへの依存
 ボランティアの⾼齢化・世代交代の課題
→⽇本語教室がない地域への普及
→⽇本語講師の養成

予算
国の政策の枠組みの中に政策のみ実施

→⽇本語教育
→在留資格「留学」に着⽬する背景



移⺠政策なきの移⺠受け⼊れの問い直す

・「⾃治体任せ」：政策の⼀貫性が⽋如。

・地域ごとの⽀援格差：外国⼈住⺠の⽣活⽔準に⼤きな差

・国・⾃治体による重複している政策・⽀援

⽇本のガバナンス構造の特性
中央と地⽅のねじれ
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